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1.  平成23年3月期第2四半期の連結業績（平成22年4月1日～平成22年9月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期第2四半期 174 △65.8 △348 ― △677 ― △671 ―
22年3月期第2四半期 510 △96.1 △280 ― △784 ― △358 ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

23年3月期第2四半期 △12.46 ―
22年3月期第2四半期 △13.05 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期第2四半期 16,790 △2,806 ― △52.09
22年3月期 17,843 △2,131 ― △39.56

（参考） 自己資本   23年3月期第2四半期  △2,807百万円 22年3月期  △2,136百万円

2.  配当の状況 

（注）当四半期における配当予想の修正有無  無   

年間配当金
第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

22年3月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00
23年3月期 ― 0.00
23年3月期 

（予想）
― 0.00 0.00

3.  平成23年3月期の連結業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 
（％表示は、対前期増減率）

（注）当四半期における業績予想の修正有無  無   

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 ― ― ― ― ― ― ― ― ―



(1) 当四半期中における重要な子会社の異動  無  

（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用  無  
（注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表
示方法等の変更の有無となります。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期報告書のレビュー手続きの対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、金融商品
取引法に基づく四半期報告書のレビュー手続きを実施しています。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、
実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。その判断や仮定に内在する不確実性及び事業運営や内外の状況変化により、実際に
生じる結果が予測内容とは実質的に異なる可能性があり、弊社は将来予測に関するいかなる内容についても、その確実性を保証するものではありませ
ん。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、四半期決算短信（添付資料）２ページ「連結業績予想に関す
る定性的情報」をご覧ください。 

4.  その他 （詳細は、【添付資料】P.３「その他」をご覧ください。）

新規 ―社 （社名 ）、 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 有

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期2Q 53,876,701株 22年3月期  53,876,701株
② 期末自己株式数 23年3月期2Q  2,434株 22年3月期  2,434株
③ 期中平均株式数（四半期累計） 23年3月期2Q 53,874,267株 22年3月期2Q  27,455,688株
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（１）連結経営成績に関する定性的情報 

 当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、一部では回復の動きが見られましたが、欧米を中心とした海

外経済の低迷、円高の進行、民間設備投資の停滞、雇用状況の悪化、デフレ傾向などにより引き続き厳しい経営環

境で推移してまいりました。 

 当社グループが属する建設関連業界におきましても、民間設備投資や不動産市況の低迷により民間建設需要が停

滞し、公共建設投資は依然として減少傾向にあり、先行きは依然不透明な状況となっております。また、金融環境

においても目立った改善は見られず、依然厳しく推移しています。 

 このような状況のもと、当社グループは引き続き組織編成と経営資源の戦略的シフトを推し進め、新規事業展開

の模索、不動産の売却、販売管理費の削減、新たな資金調達の交渉等を行い経営基盤の強化を目指し、経営の安定

化を進めてまいりました。 

 その結果、当第２四半期連結累計期間の業績は、売上高は174百万円（前年同四半期比65.8％減）、営業損失は

348百万円（前年同四半期は280百万円の損失）、経常損失は677百万円（前年同四半期は784百万円の損失）、四半

期純損失は671百万円（前年同四半期は358百万円の損失）となり、純資産合計は2,806百万円の債務超過となりま

した。 

 セグメント別の業績は概ね次のとおりであります。 

（不動産事業） 

 不動産事業は当社、株式会社塩見及び株式会社アジリティコーポレーションが営む不動産賃貸による家賃収入等

であります。売上高72百万円（前年同四半期比25.8％減）営業損失16百万円（前年同四半期は22百万円の損失）と

なりました。 

（金融事業） 

 金融事業は、株式会社塩見ファクターが営んでおります。「組織再編と経営資源の戦略的シフト」の推進により

資金の貸付を制御したために、売上高６百万円（前年同四半期比97.5％減）営業損失56百万円（前年同四半期は28

百万円の損失）となりました。 

（産廃事業） 

 産廃事業は、株式会社沖広産業が営む産業廃棄物処理事業であります。原価及び販売管理費の削減により、売上

高96百万円（前年同四半期比4.0％減）営業損失41百万円（前年同四半期は53百万円の損失）となりました。 

  

（２）連結財政状態に関する定性的情報 

①資産、負債及び純資産の状況 

 当第２四半期連結会計期間末の総資産は、流動資産が１百万円増加したものの、売却等による有形固定資産の減

少、長期未収入金の回収等により固定資産が1,054百万円減少したことにより、前連結会計年度末比1,053百万円減

少の16,790百万円となりました。 

 流動負債は、返済により短期借入金等は減少し、422百万円の減少となり、固定負債は、長期借入金等が増加し

43百万円の増加となり、負債合計は前連結会計年度末比378百万円減少の19,596百万円となりました。 

 純資産合計は、四半期純損失671百万円を計上し利益剰余金が減少したこと等により、前連結会計年度末比675百

万円減少の2,806百万円の債務超過となりました。 

②キャッシュ・フローの状況 

 当第２四半期連結会計期間末の現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末に比べ、６百

万円増加（前年同四半期35百万円の減少）し、33百万円となりました。 

 キャッシュ・フローの区分別の概要は次のとおりです。 

 （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動により得られた資金は341百万円（前年同四半期は248百万円の獲得）となりました。これは、税金等調

整前四半期純損失670百万円を計上しましたが、長期未収入金の回収が順調に進んだことによるものです。 

 （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動により得られた資金は186百万円（前年同四半期は838百万円の獲得）となりました。これは、短期貸付

による支出はありましたが、定期預金の払戻、有形固定資産の売却及び投資有価証券の売却によるものです。 

 （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動により使用した資金は521百万円（前年同四半期は1,122百万円の使用）となりました。これは主に借入

金の返済によるものです。  

  

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

 平成22年11月２日付の「特別利益の発生に関するにお知らせ」で開示致しましたように、現時点では組織再編及

び財務体質改善の施策に取組んでいる最中であり、施策の検討及び資料の作成等を関係機関との相談・調整をとり

ながら進めているため、当初予定(平成23年３月期第２四半期決算短信発表時期）より施策の確定に時間を要し、

通期連結業績予想を開示するのに難しい状況であります。 

１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報
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 なお、当社が進めている前述の施策が具体的に確定する予定である平成23年3月期第３四半期決算短信発表時期

を目処に、通期連結業績予想を開示する予定としております。 

   

（１）重要な子会社の異動の概要 

 該当事項はありません。  

  

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

①簡便な会計処理 

１)一般債権の貸倒見積高の算定方法 

 当第２四半期連結会計期間末の貸倒実績率が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと認められる

ため、前連結会計年度末の貸倒実績率を使用して貸倒見積高を算定しております。 

２)固定資産の減価償却費の算定方法 

 定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法によっ

ております。 

②四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

 該当事項はありません。 

  

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

①会計処理基準に関する事項の変更 

（資産除去債務に関する会計基準の適用） 

 第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号平成20年３月31日）及

び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用して

おります。なお、これによる当第２四半期連結累計期間の営業損失、経常損失及び税金等調整前四半期純損失への

影響はありません。また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額はありません。 

②表示方法の変更 

（四半期連結貸借対照表） 

 前第２四半期連結会計期間において、固定資産の「その他」に含めて表示しておりました「破産更生債権等」

は、資産総額の100分の10を超えたため、また、流動負債の「その他」に含めて記載しておりました「未払金」は

負債及び純資産の合計額の100分の10を超えたため、当第２四半期連結会計期間では区分掲記することとしまし

た。なお、前第２四半期連結会計期間の流動資産の「その他」に含まれる「破産更生債権等」は1,105百万円、流

動資産の「その他」に含まれる「未払金」は1,403百万円であります。 

（四半期連結損益計算書関係） 

 第１四半期連結累計期間より、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）

に基づき財務諸表等規則等の一部を改正する内閣府令（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用に伴い、「少

数株主損益調整前四半期純損失」の科目を表示しております。 

  

（４）継続企業の前提に関する重要事象等の概要 

 当社グループは、前連結会計年度において、営業損失312百万円、経常損失1,353百万円、当期純損失3,146百万

円を計上し、純資産合計は2,131百万円の債務超過状況となりました。当第２四半期連結累計期間においても営業

損失348百万円、経常損失677百万円、四半期純損失671百万円を計上し、純資産は2,806百万円の債務超過状況とな

っております。当該状況により、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しおります。 

 当社グループはこの状況を解消するため、子会社株式の一部又は全株式の売却、不採算会社の規模縮小又は事業

の清算、グループ全体の販管費削減、遊休不動産等の売却及び貸付金の回収、金融機関への支援要請等を行ってま

いりました。 

 また、第三者割当増資と新株予約権の発行による資金調達を行い、財務体質の改善を図り経営を安定させること

も同時にすすめております。 

 今後、一部金融機関の借入に対し期限の利益を喪失しているものは、債務返済の繰り延べ、縮減の交渉を継続的

に進め、負債付き資産の売却、債務の株式化等により債務超過の解消に取組んでまいります。 

 また、債務の縮減を図ると同時に、新たな資本政策を行うことにより、従前より当社が保有している建設関連事

業のノウハウとシナジー効果が見込まれる新たな会社に対し、売上、収益、財務内容、資金負担等を総合的に検討

し、当社の事業基盤、収益基盤の確保に繋がる会社をグループ化していく計画であります。 

 その結果、当社グループの企業価値向上、株主価値向上に繋がり、持続的成長に向けた企業価値向上が可能にな

ると考えております。 

２．その他の情報
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３．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金預金 41,447 75,590

受取手形・完成業務未収入金及び完成工事未
収入金等

52,333 108,463

短期貸付金 277,888 174,593

その他 1,417,006 1,440,231

貸倒引当金 △9,362 △20,699

流動資産合計 1,779,313 1,778,179

固定資産   

有形固定資産   

建物・構築物（純額） 1,788,401 1,941,375

土地 6,808,990 6,933,652

その他（純額） 20,664 24,304

有形固定資産計 8,618,056 8,899,332

無形固定資産   

のれん 3,231,616 3,323,965

その他 1,235 1,322

無形固定資産計 3,232,851 3,325,288

投資その他の資産   

長期貸付金 3,366,014 3,442,191

破産更生債権等 2,078,470 1,999,531

その他 542,858 1,290,580

貸倒引当金 △2,827,237 △2,891,255

投資その他の資産計 3,160,107 3,841,047

固定資産合計 15,011,014 16,065,668

資産合計 16,790,328 17,843,848
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

短期借入金 14,241,505 14,845,843

未払法人税等 26,769 28,244

未払金 2,916,110 2,896,493

その他 596,341 432,326

流動負債合計 17,780,726 18,202,907

固定負債   

長期借入金 1,250,998 1,206,281

債務保証損失引当金 475,015 475,015

その他 89,746 90,677

固定負債合計 1,815,760 1,771,974

負債合計 19,596,486 19,974,882

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,819,805 2,819,805

資本剰余金 2,800,472 2,800,472

利益剰余金 △8,426,495 △7,755,417

自己株式 △947 △947

株主資本合計 △2,807,165 △2,136,088

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 1,007 5,054

評価・換算差額等合計 1,007 5,054

純資産合計 △2,806,157 △2,131,033

負債純資産合計 16,790,328 17,843,848
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（２）四半期連結損益計算書 
（第２四半期連結累計期間） 

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

売上高 510,899 174,985

売上原価 301,450 112,708

売上総利益 209,449 62,276

販売費及び一般管理費 490,199 410,472

営業損失（△） △280,750 △348,196

営業外収益   

受取利息 14,368 1,246

負ののれん償却額 60,957 －

その他 41,374 11,809

営業外収益合計 116,700 13,056

営業外費用   

支払利息 97,388 104,831

貸倒引当金繰入額 40,447 －

持分法による投資損失 21,150 －

遅延損害金 406,558 208,684

その他 54,970 29,044

営業外費用合計 620,515 342,560

経常損失（△） △784,565 △677,700

特別利益   

投資有価証券売却益 － 2,605

関係会社株式売却益 95,989 －

貸倒引当金戻入額 265,869 40,105

事業譲渡益 192,790 －

債務保証損失引当金戻入額 75,769 －

固定資産売却益 2,400 7,524

その他 2,585 －

特別利益合計 635,404 50,235

特別損失   

固定資産除却損 575 －

投資有価証券売却損 0 －

関係会社株式売却損 9,518 －

貸倒引当金繰入額 12,181 －

貸倒損失 3,867 －

固定資産売却損 181,411 22,600

減損損失 － 20,000

その他 21,750 －

特別損失合計 229,304 42,600

税金等調整前四半期純損失（△） △378,465 △670,064

法人税、住民税及び事業税 1,822 1,012

法人税等合計 1,822 1,012

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △671,077

少数株主損失（△） △21,987 －

四半期純損失（△） △358,300 △671,077
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（第２四半期連結会計期間） 

（単位：千円）

前第２四半期連結会計期間 
(自 平成21年７月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成22年７月１日 
 至 平成22年９月30日) 

売上高 248,381 80,900

売上原価 116,338 53,249

売上総利益 132,042 27,651

販売費及び一般管理費 238,201 152,921

営業損失（△） △106,158 △125,269

営業外収益   

受取利息 6,351 577

負ののれん償却額 30,478 －

その他 7,588 5,980

営業外収益合計 44,418 6,558

営業外費用   

支払利息 58,323 47,647

貸倒引当金繰入額 17,954 －

持分法による投資損失 5,202 －

遅延損害金 204,339 396

その他 49,843 3,652

営業外費用合計 335,663 51,695

経常損失（△） △397,403 △170,406

特別利益   

関係会社株式売却益 35,937 －

貸倒引当金戻入額 43,431 824

事業譲渡益 192,790 －

固定資産売却益 2,400 －

その他 1,453 －

特別利益合計 276,013 824

特別損失   

固定資産売却損 4,330 12,180

その他 21,750 －

特別損失合計 26,080 12,180

税金等調整前四半期純損失（△） △147,471 △181,762

法人税、住民税及び事業税 1,382 991

法人税等合計 1,382 991

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △182,754

少数株主損失（△） △12,503 －

四半期純損失（△） △136,350 △182,754
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（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純損失（△） △378,465 △670,064

減価償却費 60,903 36,893

減損損失 － 20,000

のれん償却額 △5,974 92,348

貸倒引当金の増減額（△は減少） △141,430 △75,355

賞与引当金の増減額（△は減少） △1,453 －

受注損失引当金の増減額（△は減少） 1,021 －

債務保証損失引当金の増減額（△は減少） △75,769 －

受取利息及び受取配当金 △13,690 △1,267

支払利息 97,388 104,831

固定資産売却損益（△は益） 179,011 15,075

固定資産除却損 575 －

投資有価証券売却損益（△は益） △1,131 △2,605

投資有価証券評価損益（△は益） 21,750 －

関係会社株式売却損益（△は益） △86,471 －

貸倒損失 3,867 －

遅延損害金 406,558 208,684

事業譲渡損益（△は益） △192,790 －

持分法による投資損益（△は益） 21,150 －

売上債権の増減額（△は増加） 454,390 33,920

未成業務支出金及び未成工事支出金の増減額（△
は増加）

△22,188 －

その他のたな卸資産の増減額（△は増加） 38,036 －

仕入債務の増減額（△は減少） △14,137 33,993

前渡金の増減額（△は増加） △26,950 －

未払金の増減額（△は減少） 104,404 △129,068

未払又は未収消費税等の増減額 36,573 △10,059

未成業務受入金及び未成工事受入金の増減額（△
は減少）

3,490 －

その他 △204,414 699,087

小計 264,252 356,413

利息及び配当金の受取額 9,005 489

利息の支払額 △10,885 △13,211

法人税等の支払額 △14,183 △2,488

営業活動によるキャッシュ・フロー 248,187 341,203
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（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の払戻による収入 25,819 40,381

有形固定資産の取得による支出 △7,131 △158

有形固定資産の売却による収入 203,139 224,553

投資有価証券の取得による支出 △21,898 △59

投資有価証券の売却による収入 1,689 14,478

事業譲渡による収入 200,000 －

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による
収入

34,376 －

短期貸付けによる支出 △1,251,696 △284,794

短期貸付金の回収による収入 1,436,548 169,623

長期貸付けによる支出 △249,284 △307,883

長期貸付金の回収による収入 468,998 331,857

その他 △1,829 △1,686

投資活動によるキャッシュ・フロー 838,731 186,311

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,146,611 △208,866

長期借入れによる収入 80,000 300

長期借入金の返済による支出 △351,987 △312,482

株式の発行による収入 296,800 －

配当金の支払額 △214 △296

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,122,014 △521,344

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △35,095 6,169

現金及び現金同等物の期首残高 120,794 27,736

現金及び現金同等物の四半期末残高 85,699 33,906
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 当社グループは、前連結会計年度において、営業損失312百万円、経常損失1,353百万円、当期純損失3,146百万

円を計上し、純資産合計は2,131百万円の債務超過状況となりました。当第２四半期連結累計期間においても営業

損失348百万円、経常損失677百万円、四半期純損失671百万円を計上し、純資産は2,806百万円の債務超過状況とな

っております。当該状況により、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。 

 当社グループはこの状況を解消するため、子会社株式の一部又は全株式の売却、不採算会社の規模縮小又は事業

の清算、グループ全体の販管費削減、遊休不動産等の売却及び貸付金の回収、金融機関への支援要請等を行ってま

いりました。 

 また、第三者割当増資と新株予約権の発行による資金調達を行い、財務体質の改善を図り経営を安定させること

も同時にすすめております。 

 今後、一部金融機関の借入に対し期限の利益を喪失しているものは、債務返済の繰り延べ、縮減の交渉を継続的

に進め、負債付き資産の売却、債務の株式化等により債務超過の解消に取組んでまいります。 

 また、債務の縮減を図ると同時に、新たな資本政策を行うことにより、従前より当社が保有している建設関連事

業のノウハウとシナジー効果が見込まれる新たな会社に対し、売上、収益、財務内容、資金負担等を総合的に検討

し、当社の事業基盤、収益基盤の確保に繋がる会社をグループ化していく計画であります。 

 その結果、当社グループの企業価値向上、株主価値向上に繋がり、持続的成長に向けた企業価値向上が可能にな

ると考えております。 

 しかし、これらの施策に関しては、売却・譲渡・事業会社の再構築が計画どおりに進行しない可能性があるた

め、また、財務体質改善は金融機関等と協議を行いながら進めている途中であるため、さらに、増資による資金調

達は計画どおり実行されない可能性があるため、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められま

す。 

 なお、連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような継続企業の前提に関する重要な不確実

性の影響を連結財務諸表には反映しておりません。 

（４）継続企業の前提に関する注記
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前第２四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日) 

（注）１．事業の区分は、事業内容の種類により区分しております。 

２．各事業の主要な内容 

建設事業及び建材事業は、前連結会計年度に事業譲渡及び子会社の株式売却を行ったため、営んでおりま

せん。 

３．事業区分の方法の変更 

 事業区分の方法については、従来、事業の種類・性質の類似性等の観点に基づき設計事業、不動産事

業、金融事業及びその他事業の４区分としていましたが、当第１四半期連結会計期間より、従来「その他

事業」に含めて表示していた産廃事業の全セグメントに占める割合が高くなったため、また、「その他事

業」の産廃事業以外の事業から撤退したため、「その他事業」を廃止し、新たに産廃事業を個別表記する

こととしました。 

  

〔所在地別セグメント情報〕 

前第２四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日） 

 本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計及び全セグメント資産の金額に占める割合がいず

れも90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

〔海外売上高〕 

前第２四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日） 

 海外売上高がありませんので、該当事項はありません。 

  

（５）セグメント情報

  
設計事業 

（千円） 

不動産事業 

（千円） 

金融事業 

（千円） 

産廃事業 

（千円） 
計（千円） 

消去又は全社

（千円） 

連結 

（千円） 

売上高 

(1)外部顧客に

対する売上高 

56,189 97,247 257,125 100,337 510,899 － 510,899 

(2)セグメント

間の内部売上

高又は振替高 

－ 1,080 － － 1,080 (1,080) － 

計 56,189 98,327 257,125 100,337 511,979 (1,080) 510,899 

営業費用 122,643 121,138 285,666 153,479 682,927 108,722 791,649 

営業利益又は

営業損失

（△） 

△66,454 △22,810 △28,540 △53,142 △170,947 (109,802) △280,750 

事業区分 事業の内容 

設計事業 土木設計、土木調査、設計監理及びコンサルティング等 

不動産事業 不動産の賃貸 

金融事業 商業手形の割引業務、貸金の貸付業務 

産廃事業 産業廃棄物処理事業 
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当第２四半期連結累計期間(自 平成22年４月１日 至 平成22年９月30日) 

（追加情報） 

 第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21

年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平

成20年３月21日）を適用しております。 

  

１．報告セグメントの概要 

 当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取

締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであり

ます。 

 当社グループは、業種別に区分された事業ごとに当社及び当社の連結子会社が各々独立した経営単位として主

体的に各事業ごとの事業戦略を立案し事業活動を展開しており、不動産の売買、賃貸等に関する事業から構成さ

れる「不動産事業」、商業手形の割引業務、貸金の貸付業務等に関する事業から構成される「金融事業」、沖縄

での産業廃棄物処理に関する事業から構成される「産廃事業」の３つを報告セグメントとしております。 

  

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

 当第２四半期連結累計期間(自 平成22年４月１日 至 平成22年９月30日) 

（単位 千円）  

（注）セグメント利益の調整額△233,991千円には、各報告セグメントに配分していない全社費用△233,991千円

であります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

  

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

 当第２四半期連結会計期間においては、該当事項はありません。  

  

  
 報告セグメント 調整額 

（注）  

四半期連結

損益計算書

計上額 不動産事業 金融事業 産廃事業 計  

売上高 

外部顧客に対する売上高 72,145  6,507  96,332 174,985 

 

－ 

 

174,985 

セグメント間の内部売上

高又は振替高  
－ － － － － － 

計 72,145 6,507 96,332 174,985 － 174,985 

セグメント損失（△） △16,040 △56,997 △41,166 △114,204 △233,991 △348,196 

㈱塩見ホールディングス（2414）　平成23年３月期第２四半期決算短信

－　12　－



 該当事項はありません。  

  

  

１．和解による訴訟の解決、特別利益及び特別損失の発生 

 当社が提起されておりました訴訟につき平成22年10月22日付で下記のとおり和解が成立し、当該和解に伴い

約14.8億円の特別利益及び約３億円の特別損失が発生いたしました。 

 ①訴訟の提起から和解に至るまでの経緯 

 当社グループは、グループに属する会社の余剰資金を一旦社内貸付という形で、親会社である当社が一元管

理（ＣＭＳ契約）し、各会社の資金需要に応じて借入金の返済、または当社からの貸付という形で会社全体の

資金繰りを行っておりました。今回の訴訟は、旧子会社であった株式会社ＳＴコーポレーション（以下、「Ｓ

Ｔ社」という）より、ＣＭＳ契約による連結子会社当時からの当社に対する貸付金の一部として、３億円の返

還を求め東京地方裁判所に提訴されておりました（平成21年（ワ）第39450号 貸金請求事件）。このＳＴ社

より提起された訴訟に対し、当社はＳＴ社に対する損害賠償請求権及び事前求償権による相殺を主張し訴訟が

進行してきたところ、この度、平成22年10月22日付で和解が成立いたしました。 

 ②和解の内容 

  (1)当社はＳＴ社に対し、本件和解金として金３千万円支払う。 

  (2)ＳＴ社は、請求を放棄する。  

  (3)当社とＳＴ社は本件に関し、何ら債権債務がないことを相互に確認する。  

 ③特別利益及び特別損失の内容 

 ＳＴ社が連結子会社であった当時のＣＭＳ契約に基づく当社に対する貸金請求事件の訴訟につき、当社が和

解金として金３千万円をＳＴ社に対し支払うことにより、当社が主張する損害賠償請求と事前求償権による収

入により約14.8億円の特別利益が発生し、当社が保証しているＳＴ社の金融機関からの保証債務損失引当金

（和解金３千万円含む）約３億円の特別損失が発生することになりました。 

  

  

２．第三者割当による新株式発行（現物出資（デット・エクイクティ・スワップ）について 

 当社は、平成22年10月27日開催の取締役会において、平成22年11月19日に行われる予定の臨時株主総会で承

認されることを条件として、第三者割当による新株式発行（現物出資(デット・エクイティ・スワップ)）を決

議しております。 

 その内容は以下のとおりです。 

  

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

（７）重要な後発事象

①発行期日 平成22年11月19日  

②発行新株式数 普通株式27,777,700株  

③発行価額  １株当たり5.4円  

④調達資金の額 
149,999,580円 

金銭債権の現物出資（ＤＥＳ）の払込方法によるものとします。 

⑤資本組入額 1株当たり2.7円 

⑥資本組入額の総額 74,999,790円 

⑦募集又は割当方法 

（割当先） 

第三者割当の方法により現物出資（ＤＥＳ）をする次の者に割当てます。 

（株式会社ベネフィットアロー 27,777,700株） 

⑧現物出資財産の内容及び価額 
割当先が当社に対して有する金銭債権 

株式会社ベネフィットアロー：150,000,000円 

⑨その他 

 上記各号については、当社が平成22年11月19日に開催を予定する臨時株主

総会において募集株式の発行に関する議案の承認が得られること及び、金融

商品取引法に基づく有価証券届出書の効力が発生することを条件とします。
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３．第三者割当による新株予約権発行について 

 当社は、平成22年10月27日開催の取締役会において、平成22年11月19日に行われる予定の臨時株主総会で承

認されることを条件として、第４回第三者割当新株予約権（以下「本新株予約権」という。）の発行を決議し

ております。 

 その内容は以下のとおりです。 

  

①発行日        平成22年11月19日      

②新株予約権の総数  450個  

③新株予約権の払込金額  新株予約権１個につき金5,000円（総額2,250,000円）  

④当該発行による潜在株式数  45,000,000株  

⑤資金調達の額 

（差引手取概算額）  

239,250,000円 

 差引手取額は、本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額の合計

額及び本新株予約権の払込金額の総額を合算した金額から、本新株予約権に

係る発行諸費用を差し引いた金額となります。 

 新株予約権の行使期間内に行使が行われない場合及び当社が取得した場合

には、新株予約権の払込金額の総額に新株予約権の行使に際して出資される

財産の価額の合計額を合算した金額は減少します。 

⑥行使価額  5.4円 

⑦募集又は割当方法 

（割当先）  

 第三者割当の方式 

 （株式会社ベネフィットアロー） 

⑧発行価額のうち資本金へ組入

れる額  

 本新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金の額は、

会社計算規則第17条第１項の定めるところに従って算定された資本金等増加

限度額に0.5を乗じた金額とし、計算の結果１円未満の端数を生じる場合は

その端数を切り上げた額とします。増加する資本準備金の額は、資本金等増

加限度額より増加する資本金の額を減じた額とします。 

⑨調達する資金の使途  

 調達資金は、国税等の納税（167百万円、支出予定時期平成22年11月から

平成23年１月まで）及び運転資金（72百万円、支出予定時期平成22年11月か

ら平成23年４月まで）として合計239百万円を充当する予定です。 

⑩行使期間 
平成22年11月19日から平成23年11月18日（但し、平成23年11月18日が銀行営

業日でない場合にはその前銀行営業日）までの期間とします。 

⑪その他  

 本新株予約権は、行使価額固定型であり、行使価額修正条項付きのいわゆ

るＭＳＣＢやＭＳワラントとは異なるものであります。 

 上記各号については、当社が平成22年11月19日に開催を予定する臨時株主

総会の特別決議において有利発行に関する議案の承認が得られること及び、

金融商品取引法に基づく有価証券届出書の効力が発生することを条件としま

す。 

 本新株予約権の譲渡については、当社取締役会の承認を要します。 

㈱塩見ホールディングス（2414）　平成23年３月期第２四半期決算短信

－　14　－




